
原油・原材料価格上昇の影響と組合事業についてのアンケート調査結果分析 

◇調査概要 

 石川県内 115の小企業者組合を対象に調査票を配付し、50票を回収した。（令和 4年 10月 18日配付 11月 4日回収） 

◇組合の業種及び組合員数 

 組合の業種は「商業・サービス

業」が 56.0％で最も多く、次いで

「製造業」30.0％、「建設業・他」

14.0％となっている。（図表 1）組合

員数は「1者以上 20者以下」「21者

以上 40者以下」がいずれも 26.0％で

最も多い。（図表 2）最小は 3者、最

大は 549者、平均は 72.0者である。

尚、図表中の「ｎ」は無回答を含む

有効回答数を示している。（以下同

じ） 

Ｑ１：原油・原材料の価格上昇による組合員への影響について（１つ回答） 

 原油・原材料の価格上昇による組合員の影響に

ついては、「全体」では「大いにある」が 70.0％で

最も多く、次いで「ややある」26.0％、「今後あ

る」4.0％で「ない」という回答は無かった。（図表

3）業種別にみると「製造業」では「大いにある」

が 80.0％を占めているのに対し、「商業・サービス

業」64.3％、「建設業・他」71.4％となっている。

他の業種に比べ、「製造業」においては原油・原材

料の価格上昇による影響がより大きいことがわか

る。 
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図表1．組合の業種（n＝50）
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図表2．組合員数（n＝50）

全体（ｎ=50) 製造業（ｎ=15） 商業・サービス業（ｎ=28） 建設業・他（ｎ=7）

大いにある 70.0% 80.0% 64.3% 71.4%

ややある 26.0% 20.0% 28.6% 28.6%

今後ある 4.0% 0.0% 7.1% 0.0%

ない 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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図表３ .原油・原材料の価格上昇による組合員への影響（業種別及び全体）



Ｑ２：原油・原材料の価格上昇が組合員に与える影響について（複数回答） 

 原油・原材料の価格上昇が組合員に

与える影響は、「全体」では「仕入価

格の上昇」が 86.0％で最も多く、次い

で「利益の圧迫」74.0％、「製造コスト

の上昇」40.0％となっている。（図表

4）「仕入価格の上昇」は価格転嫁でき

ない場合には、「利益の圧迫」に直結

する要因となるようだ。「製造業」で

は「仕入価格の上昇」が 93.3％を占

め、「製造コストの上昇」も 86.7％に

のぼる。他の業種ではない「事業の縮

小・廃止」も 13.3％あることから、

「製造業」においてはより影響が顕著

と言える。 

Ｑ３：原油・原材料の価格上昇に対して組合員が取り組んでいる対策（複数回答） 

 

原油・原材料の価格上昇に対して組合員が取り組んでいる対策は、「全体」では「取引先との交渉」が 50.0％で最も多く、次いで「価格転嫁」44.0％、「諸

経費の削減」40.0％、「商品・製品の見直し」28.0％、「仕入先の見直し」16.0％となっている。（図表 5） 

「製造業」においては「取引先との交渉」が 80.0％となっており、「商業・サービス業」「建設業・他」に比べて際立って多い。「価格転嫁」も「製造業」が

「商業・サービス業」「建設業・他」に比べて多い。製造業においては原材料、製造に伴う動力費（ガス、電気、重油等）、物流コスト等が上昇しており、 

「商業・サービス業」「建設業・他」に比べ、取引先に対して価格転嫁交渉（価格改訂）を行う必要性・緊急性が高いものと推測する。 

 尚、「その他」では具体的に以下の回答があった。いずれも組合員の苦境が伝わってくる内容である。 

＊ 対策を教えて欲しい。（建設業） 

＊ 経費削減も対策も、取り様が無いほど苦しい。限界です。これ以上できない。（商業・サービス業） 

全体（ｎ=50) 製造業（ｎ=15） 商業・サービス業（ｎ=28） 建設業・他（ｎ=7）

仕入価格の上昇 86.0% 93.3% 78.6% 100.0%

製造コストの上昇 40.0% 86.7% 21.4% 14.3%

輸送コストの上昇 30.0% 40.0% 32.1% 0.0%

受注・売上の減少 28.0% 40.0% 21.4% 28.6%

利益の圧迫 74.0% 73.3% 71.4% 85.7%

事業の縮小・廃止 4.0% 13.3% 0.0% 0.0%

その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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図表4 .原油・原材料の価格上昇が組合員に与える影響（業種別及び全体）



 

Ｑ４：組合員における価格転嫁の実施状況（１つ回答） 

 

全体（ｎ=50) 製造業（ｎ=15） 商業・サービス業（ｎ=28） 建設業・他（ｎ=7）

価格転嫁 44.0% 53.3% 42.9% 28.6%

取引先との交渉 50.0% 80.0% 39.3% 28.6%

仕入先の見直し 16.0% 6.7% 21.4% 14.3%

商品・製品の見直し 28.0% 26.7% 25.0% 42.9%

製造工程の改善 12.0% 26.7% 7.1% 0.0%

設備導入による業務効率化 2.0% 0.0% 3.6% 0.0%

諸経費の削減 40.0% 46.7% 39.3% 28.6%

特に対策は行っていない 10.0% 6.7% 10.7% 14.3%

その他 4.0% 0.0% 3.6% 14.3%
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図表5 .原油・原材料の価格上昇に対して組合員が取り組んでいる対策（業種別及び全体）

全体（ｎ=50) 製造業（ｎ=15） 商業・サービス業（ｎ=28） 建設業・他（ｎ=7）

価格転嫁できている 14.0% 6.7% 17.9% 14.3%

今後価格転嫁を予定している 38.0% 40.0% 35.7% 42.9%

価格転嫁の予定はない 12.0% 6.7% 17.9% 0.0%

価格転嫁できていない 36.0% 46.7% 28.6% 42.9%
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図表６ .組合員における価格転嫁の実施状況（業種別及び全体）



 組合員における価格転嫁の実施状況は、「全体」では「今後価格転嫁を予定している」が最も多く 38.0％、次いでほとんど差がなく「価格転嫁できていな

い」36.0％で、「価格転嫁できている」は 14.0％にすぎない。（図表 6）「製造業」では「価格転嫁できていない」が 46.7％を占め、「価格転嫁できている」は

6.7％にとどまっている。「商業・サービス業」では「価格転嫁できている」が 17.9％と比較的多い。小売価格上昇が連日報道されており、ＢtoＣビジネスに

おいては「値上げはある程度、やむを得ない」という消費者意識が醸成されていることが、この要因と推測する。 

 

Ｑ５：（Ｑ４で「価格転嫁できていない」と回答した組合）価格転嫁ができていない理由（複数回答） 

Ｑ６：今後予想される業績見通しについて（１つ回答） 

 「価格転嫁できていない」と回答した組合におけるその理由は、「全体」では「取引先との交渉が困難」が最も多く 55.6％、次いで「市場における競争が激

しい」38.9％、「間接費（水道光熱費等）の転嫁が困難」33.3％となっている。（図表 7）「商業・サービス業」「建設業・他」では「取引先との交渉が困難」が

最も多く、それぞれ 62.5％、66.7％である。メーカーの交渉力が強いため、組合員のような川下事業者が取引先と交渉を行う余地が少ないものと推測する。

「建設業・その他」において「契約期間途中の変更が困難」が際立って多いのは業務上、契約書を締結することが必須なためと考えられる。尚、「その他」で

は具体的に「コロナ禍」（製造業）「書価が決まっている」（商業・サービス業）「状況が見えない、情報を見て判断」（商業・サービス業）という回答があった。 

 今後予想される組合員の業績見通しについては、「全体」では「業績悪化」が 66.0％を占め、次いで「業績は変わらない」30.0％となっており「業績向上」

という回答は無かった。（図表 8）ウクライナ情勢や為替動向が見通しづらい外部環境に直面し、業種を問わず業績向上が見込めない極めて厳しい現状認識に

あるものと思われる。 

 

全体（ｎ=50) 製造業（ｎ=15）
商業・サービス

業（ｎ=28）

建設業・他（ｎ

=7）

業績向上 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

業績は変わらない 30.0% 40.0% 28.6% 14.3%

業績悪化 66.0% 60.0% 64.3% 85.7%

事業停止・廃止 2.0% 0.0% 3.6% 0.0%

無回答 2.0% 0.0% 3.6% 0.0%
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図表８ .今後予想される組合員の業績見通し

（業種別及び全体）

全体（ｎ=18) 製造業（ｎ=7）
商業・サービス

業（ｎ=8）

建設業・他（ｎ

=3）

市場における競争が激しい 38.9% 42.9% 50.0% 0.0%

取引先との交渉が困難 55.6% 42.9% 62.5% 66.7%

契約期間途中の変更が困難 22.2% 14.3% 12.5% 66.7%

間接費の転嫁が困難 33.3% 42.9% 37.5% 0.0%

その他 11.1% 14.3% 12.5% 0.0%
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図表７ .組合員における価格転嫁ができていない理由

（業種別及び全体）



Ｑ７：原油・原材料の価格上昇による組合運営に対する影響（複数回答） 

Ｑ８：原油・原材料の価格上昇による組合からの相談状況について（１つ回答） 

 原油・原材料の価格上昇による組合運営に対する影響は、「全体」では「事業収益の悪化」「組合員の減少」が 52.0％で最も多く、次いで「特にない」18.0％

となっている。（図表 9）組合員だけでなく、組合も運営にマイナスとなる大きな影響を受けていることがわかる。「建設業・他」では「共同事業の停滞」が

28.6％で、他の業種に比べると多い。尚、「その他」では具体的に「経費の増加」（商業・サービス業）という回答があった。 

 原油・原材料の価格上昇による組合員からの相談状況は、「全体」で「相談を受けていない」が 62.0％を占めており、「相談を受け、対応した・支援につな

げた」は 18.0％にとどまっている。また、「相談を受けたが、対応できていない・支援につなげられていない」が 18.0％あり、組合員からの相談対応に苦慮

している組合の存在が示されている。「建設業・他」では特にその傾向が顕著である。組合員においては、どこにも相談することなく自社単独で対応を図って

いる、特に有効な対策をとれずに悩みを深めている、組合ではなく認定経営革新等支援機関（石川県中小企業団体中央会、石川県産業創出支援機構、商工会・

商工会議所、顧問税理士、金融機関など）に相談している等、様々なケースが想定される。特に資金繰りに関連する内容については、経営に関する機密事項

であるため、組合には相談しにくいものと思われる。 

 

 

全体（ｎ=50) 製造業（ｎ=15）
商業・サービス

業（ｎ=28）

建設業・他（ｎ

=7）

共同事業の停滞 10.0% 6.7% 7.1% 28.6%

事業収益の悪化 52.0% 46.7% 53.6% 57.1%

組合員の減少 52.0% 46.7% 53.6% 57.1%

事務局体制の維持困難 4.0% 13.3% 0.0% 0.0%

特にない 18.0% 33.3% 10.7% 14.3%

その他 2.0% 0.0% 3.6% 0.0%
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図表９ .原油・原材料の価格上昇による組合運営に対する影響

（業種別及び全体）

全体（ｎ=50) 製造業（ｎ=15）
商業・サービス

業（ｎ=28）

建設業・他（ｎ

=7）

相談を受け、対応した・支援につ

なげた
18.0% 26.7% 17.9% 0.0%

相談を受けたが、対応できていな

い・支援につなげられていない
18.0% 20.0% 10.7% 42.9%

相談を受けていない 62.0% 53.3% 67.9% 57.1%

無回答 2.0% 0.0% 3.6% 0.0%
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図表10 .原油・原材料の価格上昇による組合員からの相談状況

（業種別及び全体）



Ｑ９：（Ｑ８で「相談を受け、対応した・支援につなげた」と回答した組合）組合が行った支援策について（複数回答） 

 組合が行った支援策は、「全体」（「建設業・他」は該

当組合なし）では「補助金などの案内・申請等支援」が

最も多く 55.6％、次いで「中央会等の経済団体や行政機

関に相談」22.2％、「業界団体や行政等への要望・建議」

11.1％となっている。（図表 11）「製造業」では「業界団

体や行政等への要望・建議」「中央会等の経済団体や行

政機関に相談」という回答はなかった。尚、「その他」

では具体的に以下の回答があった。 

＊ 仕入価格の上昇でカタログ価格での提供が難しい商

品を組合員に確認し、受注停止の措置を取った。（製造

業）＊ 組合員の取引先への要望書を作成（製造業） 

＊ 取引先との交渉の手助け（製造業） 

Ｑ１０：国及び県等に求める物価高・原油高に対する経済支援策について（複数回答） 

 

全体（ｎ=50) 製造業（ｎ=15） 商業・サービス業（ｎ=28） 建設業・他（ｎ=7）

補助金の特別枠、補助額上乗せ 48.0% 60.0% 39.3% 57.1%

専門家派遣 6.0% 0.0% 7.1% 14.3%

省エネ設備等導入経費の助成 12.0% 6.7% 17.9% 0.0%

事業継続のための支援金 46.0% 60.0% 35.7% 57.1%

資金繰り対策 16.0% 13.3% 14.3% 28.6%

税金減免 40.0% 33.3% 39.3% 57.1%

価格転嫁対策 22.0% 26.7% 21.4% 14.3%

その他 2.0% 6.7% 0.0% 0.0%

無回答 4.0% 0.0% 7.1% 0.0%
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図表12 .国及び県等に求める物価高・原油高に対する経済支援策（業種別及び全体）

全体（ｎ=9) 製造業（ｎ=4） 商業・サービス業（ｎ=5）

補助金などの案内・申請等支援 55.6% 50.0% 60.0%

研修会の実施 0.0% 0.0% 0.0%

業界団体や行政等への要望・建議 11.1% 0.0% 20.0%

中央会等の経済団体や行政機関に相談 22.2% 0.0% 40.0%

その他 33.3% 50.0% 20.0%
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図表11.組合が行った支援策（業種別及び全体）



 国及び県等に求める物価高・原油高に対する経済支援策は、「全体」では「補助金の特別枠、補助額上乗せ」が最も多く 48.0％、次いで「事業継続のための

支援金」46.0％、「税金減免」40.0％、「価格転嫁対策」22.0％となっている。（図表 12）直接的な資金面での支援が求められていることがわかるが、その傾向

は「製造業」において顕著である。ものづくり補助金、事業再構築補助金をはじめ、「製造業」は「商業・サービス業」よりも補助金を受給する機会が多く、

機械装置への投資等で金額も大きくなることから「補助金の特別枠、補助額上乗せ」を求める傾向が強くなるものと推測する。尚、「その他」では具体的に以

下の回答があった。 ＊ 電力政策の改善・見直し。原発の再稼働などスピード感をもって進めてほしい。（製造業） 

Ｑ１１：中央会に求める支援について（複数回答） 

 中央会に求める支援は「全体」で

は「各種支援策の情報提供」が圧倒

的に多く 72.0％、次いで「個別企業

（組合員）への支援」30.0％、「研

修会の開催」18.0％となっている。

（図表 13）「個別企業（組合員）へ

の支援」は「建設業・他」では 57.1％

と過半数を占めているのに対し、

「商業・サービス業」では 17.9％に

とどまっている。 

 上位の項目は中央会が既に実施

している中核的事業であることか

ら、組合の要請に応えるためには

既存事業において質的・量的な充

実を図ることが重要と考える。 

 

 

 

 

 

以上 

全体（ｎ=50) 製造業（ｎ=15） 商業・サービス業（ｎ=28） 建設業・他（ｎ=7）

各種支援策の情報提供 72.0% 73.3% 71.4% 71.4%

専門家紹介 14.0% 13.3% 17.9% 0.0%

研修会の開催 18.0% 13.3% 21.4% 14.3%

他の経済団体や行政との連携 12.0% 20.0% 10.7% 0.0%

個別企業（組合員）への支援 30.0% 40.0% 17.9% 57.1%

巡回など相談体制の強化 4.0% 6.7% 3.6% 0.0%

中央会職員のコーディネーター的機能の強化 8.0% 6.7% 10.7% 0.0%

その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

無回答 10.0% 6.7% 14.3% 0.0%
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図表13 .中央会に求める支援（業種別及び全体）


